「障害者の自立地域自立生活を考える」フォーラム 　　　　　　　　　　　  　　　　　 　　　　2006.7.30
シンポジウム「障害者の地域自立生活を考える　～障害者自立支援法の施行の中で～」
いうまでもないことを、いわなければならない「この国」のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 14(かな),哀)しさ、について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　コメンテーター： 岡部 耕典
■「当事者」が居て／「地域」が支える、のだから、「国」は払えばよい　　
…「地域福祉」再考
　・その人の「人生（いのち）」は、その「当事者」にしか生きられないのだから
　・「人生（いのち）」は、「地域（隣る人たち）」のなかでこそ「交響する（響きあう）」のだから
　・だから、「国」は、払えばよい（再分配）／しかできない／それ以外になにをするというのか
■「訊き／測る」のではなく、まず「聴き／支える」のだ、ということ
　　    
…「ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ」再考
　・「福祉」とは、人の「幸福（しあわせ）」であるのだから
　・「幸福（しあわせ）」を「客観的に」測ることは愚かしい
　・[福祉（サービス）の必要]＝[その人が抱える「困難さ」]×[その人がもつ「夢と希望」]
・まず「聴き／支える」こと、そして、「まず、分けて」（暫定支給決定）みること
・「パイ」は、「聴いて／考えて／話し合って」（支給決定過程への当事者参画）分ければよい
■「予防（監視）／制御（抑制）」ではなく、「見守り／見護る」のだ、ということ…「自立支援」再考
　・何のための「脱施設／地域移行」なのか、ということ

・「（施設への）監禁／（地域での）放置」という「虐待の二者択一」ではなく
・「動く施設（地域の施設化）」の技法である「予防（監視）／制御（抑制）」に決別し
・弛まず「見守り（待機し／寄り添う）」こと、そして、激しく「見護る（侵さず／支える）」こと
・他律／自立の「監護（監督と保護）」を超え、自律／自立の「見守り／見護る」を展望せよ
■（しつこく／何度でも）繰り返さなくてはならないこと…
・「措置から契約」は、利用者の主体性（自律／自立）の拡大のためにおこなわれたのであり
・「利用者への応答性」と「予算や決算に対する応責性」の両立こそが、「政策官僚」の責任である
・いまこそ、「援護の実施者」としての「自治体職員」の矜持が試されるとき
・いまこそ、「支援者」は、「野に下る」とき（「ハコ」を捨て、「街」にでよう）

・「当事者／利用者」側に求められるのは「必要の社会的構築」
　・「カネで買える幸福（しあわせ）」を出し惜しみする「豊かな社会（虚構の時代）」のなかで、
　・「自由の平等」と、＜交響体・の・連合体＞という社会の構想が、求められている
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「 私たち抜きで、私たちのことを決めるな」ということ

―介護保険制度の「被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲の拡大」の議論の在り方をめぐって―
岡部 耕典

■２００９年度に再び予定されている介護保険制度の「見直し」

　２００６年６月に成立した「介護保険法等の一部を改正する法律」では、附則第２条に「政府は、介護保険制度の被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲について、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しとあわせて検討を行い、その結果に基づいて、平成２１年度を目途として所要の措置を講ずるものとする」と明記され、さらに、この附則に対して、「介護保険制度の被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲の拡大」についての検討を、「２００６年度末までに結果が得られるように新たな場を設けておこなうこと」という附帯決議がついている。

　その結果をうけて、２００６年３月６日には、日本経団連、連合及び介護保険の運営者である市町村の代表者や有識者で構成される「第１回介護保険制度の被保険者・受給者範囲に関する有識者会議（座長：京極高宣 国立社会保障・人口問題研究所長）」（以下「有識者会議」）が開かれ、厚生労働省は、この有識者会議で実施の結論が得られれば、「２００９年度までの介護保険法改正をめざす方針」
という。
■「被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲の拡大」の議論の問題点

　そもそも、「介護保険制度の被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲の拡大」をめざす政策動向は、介護保険の利用が拡大し、現行では６５歳未満４０歳以上となっている第２号被保険者を４０歳以下まで拡大しないと、６５歳以上の第１号被保険者の保険料が、高齢者が支払えない水準まで上がってしまう、という危機感から生まれており、保険者である市町村や被保険者の保険料の半額を負担する経済界の主たる関心も「被保険者（保険料の払い手）の拡大」及びその是非にある。

　一方で、後半の「保険給付を受けられる者の範囲の拡大」とは、特定疾病を除く６５歳未満のいわゆる若年障害者についても介護保険制度の対象とすることを意味しているが、その点に関しての関心は比較的薄い。しかし、２００６年１０月３１日に成立した障害者自立支援法では、先行した改正介護保険法と歩調をあわせ、附則第３条１項に施行後３年後を目途とした見直しが明記されており、加えて、「自立支援給付のなかの介護給付は、将来的に介護保険制度で対応することが当然」
等の関係者の発言も公然とおこなわれている。
■受給者（被保険者・利用者）はまた「蚊帳の外」なのか

　このように、２００９年度に介護保険法と障害者自立支援法の改正を実施し、介護保険の財源から障害福祉の給付の過半
を賄いたいという政策動向は明らかとなっており、そうなれば、保険者や事業主だけでなく、被保険者や障害福祉のサービス利用者が、大きな影響を受けることになる。
　それにも関わらず、「有識者会議」の構成メンバーに、介護保険の受給者や若年障害者の立場を代表する委員はみあたらないのはなぜだろうか。このままでは、「被保険者と受給者の範囲の在り方に対する基本的課題の検討」の場とされたはずの「有識者会議」が、実質的には「受給者の範囲の拡大」を論点とし、保険者である市町村と負担の「担い手」としての経済界へのネゴシエーションと合意形成に焦点が絞られた場となってしまう可能性が高い。
　特に、若年障害者にとっては、「受給者の範囲の拡大」とは明日から全く違った体系のサービスを受けるということである。現行の障害福祉の制度とサービスにより日々の生活を支えられている者が、「被保険者の年齢範囲が拡大されたから、明日からあなたは、介護保険の利用者になります」と事後通告されることへの不安と怒りは想像に難くない。

　このままでは、介護保険料が要介護高齢者の負担可能な範囲を超えてしまうこと、また、２００３年より開始された障害福祉のための支援費支給制度において、居宅生活支援費が毎年の実績超過と補正予算に喘いでいるという事実はある。しかし、このような問題のためには、介護保険法成立をもって一旦棚上げとなった高齢者介護の費用の負担と分配の仕組みと在り方そのものに対する国民的議論と合意形成が必要であり、そのために設定されたのが５年毎の制度見直しであったはずである。また、障害福祉における居宅生活支援費の拡大は、欧米より遅れること２０余年とはいえ、知的障害者の脱施設・精神障害者の社会的入院の解消を含む障害者のノーマラーゼションと人権保障の観点から進められている施策の結果であり、本来それなりの政策的な予算の担保があれば解消する問題ともいえる。
　しかし、その視点は、「有識者会議」には欠落し、介護保険制度の継続を前提とした組み立てのなかで、「受給者の範囲の拡大」は、「被保険者の範囲の拡大」の「当然の帰結」とされてしまっている感がある。
■障害者自立支援法はまだ検証も承認もされていない

　このような見解には、「そのためのステップとして障害者自立支援法がある」という反論があるかもしれない。

　確かに、要介護認定と認定審査会に似た障害程度区分と市町村審査会に基づく給付調整や、介護保険事業計画に似た障害福祉計画に基づくプランニングなど、障害者自立支援法の体系には介護保険を真似たシステムが多い。しかし、障害者自立支援法の本格的な施行は２００６年１０月からであり、現在の段階で、実施を踏まえた検証や確認がされているわけではない。またそもそも、障害者自立支援法の制定に際しては、その廃案を求め１万人が参加する国会請願デモをはじめとする各地における障害当事者を中心とした広範な反対運動があり、その成立が「利用者としての国民（市民）」に対する応答性(responsibility)よりも、予算や決算に対する応責性（accountability）を優先しておこなわれたという経緯があることも踏まえられる必要があろう。
　つまり、今障害福祉において必要なことは、障害者自立支援法に対して、必要な修正をおこないつつ制度を実施し、その後の状況の検証を踏まえて、受給者側の理解と承認を得ることであり、それが、今後の制度改革に先立って欠くことができないプロセスであるといえるだろう。

■「私たち抜きに私たちのことを決めるな」

　介護保険制度が開始されるとき「第１に介護保険はサービスを創り、第２に介護保険はものさしを創り、第３に介護保険はルールを創る」
といわれた。しかし、当時の高齢者介護とは異なり、障害福祉には既に「サービス」の供給体制はあり、異なる「ものさし」と「ルール」のもとに運営されている。
　今の障害福祉に必要とされているのは、新しい「サービス」でも、「ものさし」でも「ルール」でもなく、障害者が地域生活をおこなうための政策的な予算措置であり、その財政規模は、全体でも介護保険の１０分の１、健康保険の１００分の１に過ぎない。また、このような施策は、欧米各国においては７０年代の構造的不況下のもとでも営々とおこなわれてきたことであることにも留意しなくてはならない。

　政策・制度の都合という「寝床」の丈にあわせて利用者の「足」を切るかのような方法論は必ずや後に禍根を残し、結果としてそれに対峙しなくてはならないのは、国ではなく、介護保険の保険者や「援護の実施者」である市町村となる。そう考えると、基礎自治体の立場からも、福祉サービスの在り方については、その利用者が参画した検討が必要であることを訴えていく必要があるのではないだろうか。
� 日本経済新聞社２００６年１月１８日


� 京極高宣著・全国社会福祉協議会編.2005.『障害者自立支援法の解説』全国社会福祉協議会p.20


� 障害者自立支援法の体系では、介護給付の部分がその対象といわれている。


� 池田省三,1999.「介護保険制度の“読み方”」．山崎康彦他,1999.『介護保険システムのマネジメント』.医学書院p.28
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